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第 1部　監査の概要

第 1章　監査の主体

第 1　監査の種類
地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の37第 1 項から第 3項まで及び大阪市包
括外部監査契約に基づく監査に関する条例（平成11年条例第 6号）第 2条の規定に基づ
く包括外部監査

第 2　包括外部監査人
川　下　　　清
弁護士：梅田総合法律事務所
地方自治法第252条の28第 3 項各号の欠格事由には該当しない。

第 3　包括外部監査人補助者
包括外部監査人は、地方自治法第252条の32第 1 項に基づき、次の者を監査事務の補
助にあたらせた。

氏名 資格 備考

和田義之 弁護士 （所属）安富共同法律事務所

今田晋一 弁護士 （所属）梅田総合法律事務所

足立朋子
弁護士
不動産鑑定士補

（所属）いまここ法律会計事務所

難波泰明 弁護士 （所属）弁護士法人One Asia

沖山直之 弁護士 （所属）梅田総合法律事務所

岡本志保子 弁護士 （所属）梅田総合法律事務所

谷口悦子 公認会計士 （所属）谷口悦子公認会計士事務所

第 2章　監査の客体

第 1　特定の事件
1 　事件名
「大阪市地域防災アクションプランVer.2.0」を中心とする防災に関する事務事業の検
証

2 　利害関係
包括外部監査人と上記 1 記載の特定の事件の間に、地方自治法第252条の29に該当す

る利害関係はない。

第 2　監査対象
1 　対象とする事務事業
「大阪市地域防災アクションプランVer.2.0」で定められたアクションプランについて、
その具体的目標、取組及びその評価を全て対象とし、かつ、各アクションプランと関連
する財務事務の執行及び経営に係る事業の管理を必要に応じて対象とする。
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2 　選定理由
大阪市は、地形・地質的条件や、都市の規模・構造などから、大規模な自然災害に

よって甚大な被害が生じる危険性が高いといわれている。とりわけ、マグニチュード 8
～ 9の南海トラフ巨大地震は今後30年以内の発生確率が70～80％にも上るとされ、防災
体制の整備拡充は喫緊の課題であり、市民等の生命、身体、財産に直接関わるものとし
て、その関心も高い。
大阪市は、平成28年 3 月に策定された「大阪市人口ビジョン」で、人口減少への歯止

め・活力維持のための基本的視点の 1つとして「安全・安心の地域」を位置付け、これ
を踏まえた「大阪市まち・ひと・しごと創生総合戦略」でも、そのための具体的施策と
して「災害に強い防災・減災のまちづくり」をあげている。
具体的には、大阪市は、平成23年 3 月の東日本大震災の教訓や、今後発生するとされ

る南海トラフ巨大地震の被害想定、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）等の各種
法令改正等を踏まえ、平成26年10月に「大阪市地域防災計画」を修正し、さらなる対策
強化の方向性を示すとともに、同年12月には、「大阪市地域防災計画」の実効性を高め、
市民等の生命・身体・財産を災害から保護するため、「自助」・「共助」・「公助」の考え
方に基づき、大阪市、市民、事業者の主体的な取組と相互に連携協力を図ることを基本
理念とする大阪市防災・減災条例（平成26年条例第139号）を公布した（平成27年 2 月
1 日施行）。その上で、平成27年 9 月には「大阪市地域防災計画」に基づく防災・減災
対策をとりまとめた「大阪市地域防災アクションプラン」を策定して、取り組むべき施
策と目標及びその取組期間を明確にし、さらに、大阪府北部地震や平成30年台風第21号
で顕在化した教訓等を踏まえた令和元年度の「大阪市地域防災計画」の修正を受けて、
令和 2年 6月に「大阪市地域防災アクションプランVer.2.0」への改訂が行われた。
この「大阪市地域防災アクションプランVer.2.0」でのアクションの立案及び推進に

あたっては、市民、事業者等と「自助」「共助」「公助」の考え方を共有し、国、府、市、
住民、事業者、地域、ボランティア等との適切な相互連携と役割分担を組み合わせた取
組を立案・推進すること、実施主体による取組の精査と実効性ある提案によって効果的
でニーズの高いアクションの提起を図ること、高齢者、障がい者、こども、女性、外国
人等、様々な立場の方の視点を一層重視すること等に留意が行われている。そして、同
プランに基づく各アクションについては、全庁横断的な検討体制である「大阪市地域防
災アクションプラン策定チーム（リーダー：副市長、サブリーダー：危機管理監）」に
おいて、毎年度、進捗状況や目標達成度の評価を行って、その見直し、改善につなげ、
同プランの着実な推進を図ることとされている。
このように、大規模災害により被害が拡大した場合の人的、経済的損失が大きく、か

かる損失を予防するために防災事業の重要性が極めて大きいこと、市民等の関心の強さ、
大阪市の政策の中での位置付け、従前の取組の経過、部局横断的な性質のほか、その予
算規模や市民目線の必要性、また、大規模災害が発生する前に有用な報告、提言を行い、
これを今後の事務事業の改善に繋げることができれば住民の福祉に大きく資するといえ
ることを踏まえ、監査の対象とする特定の事件として選定した。

3 　対象部局
「大阪市地域防災アクションプランVer.2.0」で定められた各アクションの「関係所属」
として、危機管理室、政策企画室、市民局、健康局、経済戦略局、環境局、都市整備局、
建設局、大阪港湾局、消防局、水道局、教育委員会事務局、契約管財局及び各区を対象
とした。

4 　対象期間
令和 3年度（令和 3年 4月 1日～令和 4年 3月31日）を中心とし、必要に応じて前後

の年度に及ぶものとする。
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第 3章　監査の方法

1 　基本方針
適法性（地方自治法第 2条第16項）、住民の福祉の増進（同条第14項）及び 3 Ｅ（経
済性・効率性・有効性を意味する。同条第14項及び第15項）の観点からの監査を基本方
針とする。
特に、住民の福祉の増進については、包括外部監査の趣旨にのっとり、市民目線から
の監査を方針とし、また、 3Ｅについては、弁護士及び公認会計士の専門性を生かし、
立法趣旨、その基礎にある立法事実、大阪市における「安全・安心の地域」（「大阪市人
口ビジョン」）及び「災害に強い防災・減災のまちづくり」（「大阪市まち・ひと・しご
と創生総合戦略」）の観点、「大阪市地域防災アクションプランVer.2.0」の策定及び改
訂の趣旨・策定の根拠となった事実からあるべき目的を考慮し、その目的を達成する手
段としての 3Ｅという観点から監査を行うよう心がけた。

2 　監査の視点
⑴　合規性
事務の執行及び事業の管理が、法令、条例、規則、規程、要綱等に従って、適法か
つ公正、公平に行われているか。

⑵　 3Ｅ
事務の執行及び事業の管理に経済性、効率性、有効性が認められるか。

⑶　ＰＤＣＡ
アクションプランの目的に即した適切な進捗管理指標が設定された上、適切に進捗
の管理及び評価が行われているか。

⑷　政策の統合・調整
事務事業に関係する部局や機関、団体との間で連携が適切にとれているか。

⑸　市民等に対する情報の伝達が適切に行われているか
市民等に対し、必要な情報が正確かつ分かりやすく提供されているか。

⑹　多様性・要配慮者への合理的配慮
高齢者、障がい者、こども、女性、外国人等、様々な立場の人に対し、その特性に
応じた合理的配慮がなされているか。

3 　監査の手法
⑴　質問
それぞれの対象部局に対して必要な質問を行い、書面による回答を得るとともに、
ヒアリングを実施した。

⑵　記録の確認
大阪市等が公表している資料や、対象部局に要請して提供を受けた書類を精査した。

⑶　現場の確認、意見聴取
可能な限り現地に足を運び、また、担当者や当事者の話を聞くことで、実情を正確
に把握するよう努めた。
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⑷　法令等の調査、検討
法令、条例、規則、国際基準等を調査し、行政内部のルールや事務の執行及び事業

の管理がこれらに適合しているかを吟味した。その際には、単に法令、条例、規則等
の条文に形式的に適合しているかをチェックするだけでなく、立法事実や立法趣旨も
踏まえた実質的な検討を行った。

4 　監査によって行う「指摘」と「意見」の意義
⑴　指摘
適法性（法令、条例、規則、規程、要綱等）の観点から改善する必要がある事項を

意味する。

⑵　意見
⑴にはあたらないが、地方自治法第 2条第14項及び第15号の規定の趣旨、すなわち、

住民福祉の増進や組織及び運営の合理化に資するという目的のもと、改善の必要があ
ると認められる事項を意味する。

第 2部　大阪市の防災事業の概要

第 1章　大阪市の防災関連事業の概要（略）

第 2章　大阪市の財政状況及び防災関連事業費（略）

第 3章　防災事業における各部局の役割（略）

第 3部　監査の結果　～大阪市地域防災アクションプランを中心に

第 1章　個別のアクションに関するもの

第 1　【ＡＰ 1　業務継続体制及び災害復旧体制の整備】

【意見 1】　（ＡＰ 1－ 1）ＢＣＰにおける策定チーム及び危機管理室の役割
大阪市地域防災アクションプラン策定チーム（以下、「策定チーム」という。）及び

危機管理室は、ＡＰ 1－ 1（業務継続体制並びに復旧体制の整備）に関して、各所属
（部局・区）に対し、現実的な内容での職員参集予測を作成させるとともに、各所属
が作成した業務詳細一覧及び職員参集予測を提出させ、その内容を確認した上で適宜
フィードバックを行うべきである。

【意見 2】　（ＡＰ 1－ 1）有効なＢＣＰの策定（ 3Ｅの視点）
策定チーム及び危機管理室は、非常時優先業務がより現実的なものとなるよう、業
務継続計画の検証、改訂を検討されたい。

【意見 3】　（ＡＰ 1－ 1）ＢＣＰのための備蓄物資（ 3Ｅの視点）
策定チーム及び危機管理室は、大阪市業務継続計画における市職員用の備蓄物資に
ついて、宿泊で業務にあたる場合も考慮し、実際に業務を行う体制を担保できるよう
な備蓄を進めるべきである。
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【意見 4】　（ＡＰ 1－ 2）受援シートの有効活用（政策の統合・調整の視点）
策定チーム及び危機管理室は、ＡＰ 1－ 2（受援体制の整備）に関し、全所属に対

して、受援シートを有効活用させるように更に指導を行うべきである。

【意見 5】　（ＡＰ 1－ 1）ＢＣＰのための代替施設の必要性（ 3Ｅの視点）
市民局は、浸水想定区域内に所在する消費者センター及び人権啓発相談センターに

ついて、代替施設の検討・決定を進めて貰いたい。

【意見 6】　（ＡＰ 1－ 1）ＢＣＰのための代替要員・受援体制の必要性（ 3Ｅの視点）
市民局は、非常時応急対策業務の一つである「消費生活相談」ならびに優先度の高

い非常時通常業務の「郵送事務処理センター事務」及び「各サービスカウンター事務」
について、平時に業務を担っている会計年度任用職員が不在の場合でも、発災時にも
早期に業務が継続できるような体制の整備を急ぐべきである。

【意見 7】　（ＡＰ 1－ 1）有効なＢＣＰの策定（ 3Ｅの視点）
水道局は、現実的な参集予測に基づく事業継続体制を整備されたい。

【意見 8】　（ＡＰ 1－ 1）有効なＢＣＰの策定（ 3Ｅの視点）
①各区は、具体的な想定被害を踏まえた上で参集予測を行われたい。
②策定チームは、可能な限り具体的かつ現実的に起こり得る事象を取り込んで参集予
測を立てるように、指導されたい。

【意見 9】　（ＡＰ 1－ 1）有効なＢＣＰの策定（ 3Ｅの視点）
各区は、ＢＣＰの業務詳細一覧における必要職員数と、参集予測によって参集が見

込まれる人数を対照した上で、現実的なＢＣＰを検討されたい。

第 2【ＡＰ 2　災害情報の収集、分析、共有、伝達能力の強化】

【意見10】　（ＡＰ 2－ 1）防災情報システムの不具合（ 3Ｅの視点）
危機管理室は、令和 4年 9月 2日に実施された「総合防災訓練（災害対策本部設置・
運営訓練）」において、防災情報システムが適切に動作しなかった事象に関し、現時
点で可能な限りの適切な対処がなされたと判断できるが、今後も、サービス提供事業
者に適切な指導等を行い、より参加率の高い高負荷テスト訓練の実施も含め、再発防
止に向けた適切な措置を講じるべきである。

第 3【ＡＰ 3　災害対策本部要員等の訓練・スキルアップ】

【意見11】　（ＡＰ 3）要配慮者たる職員への配慮（多様性・要配慮者への合理的配慮の
視点）

各所属は、災害発生時に障がい者をはじめとする要配慮者たる職員それぞれに対し
て必要となる配慮について検討の上、意識共有及び対応能力向上のため、訓練に組み
込むべきである。

【意見12】　（ＡＰ 3）災害対策本部の設置訓練（ 3Ｅの視点）
建設局は、災害対策本部建設部の設置訓練において、発災時を想定し、発災後に災
害対策本部の設置を開始する訓練を行うとともに、会議室のパーテーション撤去や机
の並べ替え、電源、ＬＡＮ、電話線の設置等の作業を簡略化する予算措置を講じるな
ど、災害対策本部の設置を迅速化するための措置を検討されたい。
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第 4【ＡＰ 4　災害時医療体制の整備】

【意見13】　（ＡＰ 4）災害拠点病院以外の病院の災害対応の検証（政策の統合・調整の
視点）

健康局は、災害拠点病院以外の病院でも、協定の締結等により発災時に医薬品及び
医療用資材、燃料・飲料等の供給が確保されるかの検証を行うことが望ましい。

【意見14】　（ＡＰ 4）災害拠点病院以外の病院への確認・助言（政策の統合・調整の視点）
健康局においては、大阪市内の災害拠点病院以外の病院においても、大阪市の地域
防災計画において災害医療機関に求められている防災体制や避難・応急対応策、患者
の受け入れ体制の整備等という視点から、災害時における職員・患者の生命身体の安
全確保や医療継続のための体制整備に向けた取組の実施状況を確認・助言することが
望まれる。
また、健康局が有している病院の防災の取組に関する情報を各区と共有することに
より、各区が地域の医療機関と連携を進め、災害時の保健医療の協力体制を整備する
ための支援と助言を行うべきことが望まれる。

【意見15】　（ＡＰ 4）三師会との連携強化（ 3Ｅの視点）
①各区は、災害時の医療体制について、協定締結団体との間で、医療活動体制の具体
化に向けた協議、合意形成を行われたい。
②策定チーム及び危機管理室は、各区と三師会の災害時の医療体制が具体化されるよ
うに、各区に助言をされたい。

第 5【ＡＰ 6　被災者の巡回健康相談等の実施】

【意見16】　（ＡＰ 6－ 2）巡回健康相談体制のあり方の整理（政策の統合・調整の視点）
策定チーム及び危機管理室は、巡回健康相談に関する体制整備のあり方を整理の上、
各区に助言をされたい。

第 6【ＡＰ 7　福祉避難所等の確保及び災害時における体制の充実】

【意見17】　（ＡＰ 7－ 1）個別施策シートの目標値、実績値の記載方法（ＰＤＣＡの視点）
各区は、個別施策シートの福祉避難所の確保及び充実の目標値について、必要とな
る福祉避難所の収容人数をベースにした数値目標を定めた上で、進捗評価をされたい。

【意見18】　（ＡＰ 7－ 1）福祉避難所の充足率の公表（市民への情報伝達の視点）
①策定チーム及び各区は、福祉避難所の充足率を把握されたい。
②策定チーム及び各区は、福祉避難施設数が大幅に不足していることを市民に告知し
た上で、要配慮者についても一般の避難所内での避難又は自宅避難の必要性がある
ことを事前に告知されたい。

【意見19】　（ＡＰ 7－ 1）福祉避難所開設・運営訓練の実施（ＰＤＣＡの視点）
①各区は、福祉避難所開設・運営訓練を定期的に実施するよう取り組まれたい。
②策定チームは、各区に対して、福祉避難所開設・運営訓練を定期的に実施するよう
助言されたい。

【意見20】　（ＡＰ 7－ 2）個別施策シートの目標値、実績値の記載方法（ＰＤＣＡの視点）
危機管理室は、ＡＰ 7－ 2（福祉避難所に関するマニュアルの見直し）に関する個　　
別施策シートにおいて、実績値についても当該年度に行った措置を具体的に記載し、
目標に対する進捗評価の根拠を明らかにするべきである。
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第 7【ＡＰ 9　地域防災力強化に向けた自主防災組織の活動支援】

【意見21】　（ＡＰ 9－ 2）進捗管理指標に即した目標値設定の必要性（ＰＤＣＡの視点）
危機管理室は、ＡＰ 9－ 2（地域防災における男女共同参加の視点を踏まえた取組
の推進）に関する個別施策シートについて、アクションプランの目的に即した目標値
を設定し、効果のある活動を行うべきである。

【意見22】　（ＡＰ 9－ 2）有効な施策並びに進捗管理指標の必要性（ＰＤＣＡの視点）
市民局は、男女共同参画の視点を踏まえた自主防災組織の活動支援として、避難所
運営に女性参加を増やすためのより有効性のある施策を検討すること並びに避難所運
営に女性参加を増やすという目標達成に向けてより直接的で客観的な進捗管理指標を
採用することを検討すべきである。

【意見23】　（ＡＰ 9－ 3）地区防災計画の利便性（市民に対する情報伝達の視点）
①各区は、地区防災計画について、市民の見やすさ、利用しやすさを踏まえて作成さ
れたい。
②策定チーム及び危機管理室は、市民にとって利便性の良い地区防災計画の情報を他
の区に共有し、市全体で地区防災計画の利便性が向上するように働きかけられたい。

 
【意見24】　（ＡＰ 9－ 3）地区防災計画の内容（市民に対する情報伝達の視点）
①各区は、地区防災計画の内容について、災害時に必要かつ十分な情報が掲載されて
いるかを精査し、改訂されたい。
②危機管理室は、各区の地区防災計画の内容がその趣旨に沿った適切な内容となって
いるかを確認し、適切に助言されたい。

第 8【ＡＰ10　「避難行動要支援者」支援の充実】

【意見25】　（ＡＰ10－ 2 ）進捗評価の誤り（ＰＤＣＡの視点）
危機管理室は、ＡＰ10－ 2 （避難行動要支援者への避難支援体制の整備）に関して、
個別施策シートにおいて適切な進捗評価を行うべきである。

【意見26】　（ＡＰ10－ 3 ）適切な目標値の設定（ＰＤＣＡの視点）
危機管理室は、ＡＰ10－ 3 （自主防災組織による避難行動要支援者の避難支援活動
の促進）に関する個別施策シートにおいて、アクションプランの目的に即した目標値
を設定し、効果のある活動を行うべきである。

【意見27】　（ＡＰ10－ 3 ）個別避難計画の策定（合規性の視点）
①各区は、個別避難計画の策定についてスケジュールを定めた上で、概ね令和 8年度
までに確実に個別避難計画が策定されるように進捗管理をされたい。
②危機管理室は、関係部局と連携の上、各区が適切な時期までに個別避難計画の策定
を完了できるように、スケジュールの策定や進捗状況への助言をされたい。

【意見28】　（ＡＰ10－ 4 ）要配慮者施設の登録率（ＰＤＣＡの視点）
危機管理室は、ＡＰ10－ 4 （避難行動要支援者に対する情報発信体制整備）に関し、

「要配慮者施設・地下施設メール配信システム」の登録率を把握し、個別施策シート
の進捗管理指標とすべきである。
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第 9【ＡＰ12　避難施設の確保及び防災空間の整備】

【意見29】　避難施設の整備・拡充に関する周知（市民に対する情報伝達の視点）
①危機管理室は、避難施設の状況について、常に最新の情報が分かりやすく市民に周
知され、迅速な避難行動につながるよう努められたい。
②建設局及び各区は、避難施設の整備・拡充の進捗状況について、適切に市民等へ周
知を行われたい。

【意見30】　（ＡＰ12－ 1 ）津波避難施設の確保に向けた目標の設定（ＰＤＣＡの視点）
該当区は、地域毎の避難計画を踏まえた津波避難施設の確保について、具体的な数
値目標を設定し、個別施策シートに記載して進捗管理を行うべきである。

【意見31】　（ＡＰ12－ 2 ）避難場所となる都市公園の整備・拡充に関する市民等への周
知（市民に対する情報伝達の視点）

建設局は、避難場所となる都市公園の整備・拡充の進捗状況について、適切に市民
等へ周知を行われたい。 

【意見32】　（ＡＰ12－ 3 ）避難路を担う都市計画道路の整備に関する情報提供（ＰＤＣ
Ａ／市民に対する情報伝達の視点）

建設局においては、個別施策シートに必須施策として記載した避難路を担う都市計
画道路の整備状況について、路線ごとの整備状況を具体的に記載されたい。また、危
機管理室は建設局と連携して、市民に対し、整備未了の期間における代替の避難路な
どの情報を提供されたい。

第10【ＡＰ13　災害時の市民等への広報体制の整備・充実】

【意見33】　（ＡＰ13－ 1 ）防災訓練時のラジオの活用（市民に対する情報伝達の視点）
危機管理室は、ＡＰ13－ 1 （災害時の市民等への広報体制の整備・充実）に関し、
危機管理室が定期的に行っている適宜の防災訓練において、ラジオ放送局に対し、訓
練放送を行うよう積極的に働きかけ、発災時にラジオによる市民への情報伝達の有効
性も確認しておくべきである。

第11【ＡＰ14　災害ボランティアの充実と連携強化】

【意見34】　（ＡＰ14－ 2 ）防災訓練の充実（ＰＤＣＡの視点）
①各区は、社会福祉協議会と連携した防災訓練において、ボランティアニーズとの
マッチングを含めた訓練を実施されたい。
②策定チームは、各区の防災訓練の内容が、最低限必要な内容を満たすように適切な
助言をされたい。

第12【ＡＰ15　市設建築物の耐震化の推進】

【意見35】　（ＡＰ15）民間との合築施設の耐震化状況に関する情報提供（市民に対する
情報伝達の視点）

都市整備局は、災害対策施設等の耐震化の状況について、民間との合築施設につい
ても、市民への情報提供を検討されたい。
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第13【ＡＰ16　広域緊急交通路等の通行機能確保】

【意見36】　（ＡＰ16－ 1 ）緊急交通路を担う都市計画道路の整備状況に関する情報提供
（ＰＤＣＡ／市民に対する情報伝達の視点）

建設局においては、個別施策シートに必須施策として記載した緊急交通路を担う都
市計画道路の整備状況について、路線ごとの整備状況を具体的に記載されたい。また、
危機管理室は建設局と連携して、災害時に災害応急対策活動を担う関係機関に対し、
整備未了の期間における代替路などの情報を提供されたい。

【意見37】　（ＡＰ16－ 2 ）緊急交通路における橋梁の耐震対策（ＰＤＣＡ／市民に対す
る情報伝達の視点）

大阪港湾局においては、本アクションプラン必須目標である「緊急交通路における
橋梁の耐震対策の実施」の状況について、個別施策シートに橋梁ごとの耐震対策の実
施状況を具体的に記載されたい。

第14【ＡＰ17　水道施設の耐震化等の推進】

【意見38】　（ＡＰ17－ 2 ）事業計画の見直しに伴う新たな進捗管理指標の設定（ＰＤＣ
Ａの視点）

水道局は、事業計画の見直しに伴い、令和 3年度の取組内容を「基幹管路における
鋳鉄管を耐震管に更新」に変更したことを個別施策シートに明記している。こうした
施策の変更をシートに正しく反映させることは有用と思われるが、変更後の施策につ
いても、新たな進捗管理指標と目標値を設定されたい。

【意見39】　（ＡＰ17－ 3 ）事業計画の見直しに伴う新たな進捗管理指標の設定（ＰＤＣ
Ａの視点）

水道局は、事業計画の見直しに伴い、令和 3年度の取組内容を「国のガイドライン
で定める重要給水施設のうち、災害医療機関・広域避難場所に至る配水本管及び配水
支管の耐震化を進め、特に災害拠点病院（ 3か所）に至る管路については最優先で実
施」に変更したことを個別施策シートに明記している。こうした施策の変更をシート
に正しく反映させることは有用と思われるが、変更後の施策についても、新たな進捗
管理指標と目標値を設定されたい。また、上記 3か所の災害拠点病院以外の重要給水
施設（広域避難場所34か所、災害医療機関91か所）に至る管路の耐震化についても、
速やかに計画を立案されたい。

第15【ＡＰ19　都市施設の防災機能の強化】

【意見40】　（ＡＰ19）夢洲C12荷捌地の耐震改良、岸壁延伸の進捗評価（ＰＤＣＡの視点）
大阪港湾局は、本アクションプランにおける個別施策シート記載の進捗管理指標に
照らし、現状の取組結果及び実績値が進捗評価Ａと評価できるか、改めて検討された
い。

第16【ＡＰ21　市設建築物の応急対策】

【意見41】　（ＡＰ21－ 1 ）安全確認カルテの作成支援（政策の統合・調整の視点）
①関係所属は安全確認カルテの作成を進められたい。
②危機管理室は、関係所属の安全確認カルテの作成について、都市整備局と連携して、
より有効な支援を行われたい。



10

【意見42】　（ＡＰ21－ 1 、 2 ）取組の推進、進捗管理指標の内容（ＰＤＣＡの視点）
経済戦略局は、所管する市設建築物の安全確認カルテの作成を進め、施設の安全確

認に関する訓練を実施するとともに、本アクションに基づく取組について、適切な進
捗管理指標及び目標値を設定されたい。

【意見43】　（ＡＰ21－ 1 ）環境局に対する意見（ＰＤＣＡの視点）
環境局は所管している施設について、危機管理室から提供された様式の安全カルテ

を作成し、安全カルテの作成目的に沿った建物の安全確認を実施できるよう、指定管
理者に対しても、普段の施設利用上の安全確認の視点とともに発災前後の比較検証に
よる各施設の被害状況に応じた対応策や緊急度を確認するための視点をもって建物を
確認できるよう指導し、安全カルテを有効利用できるよう訓練を実施すべきである。

【意見44】　市有財産の経済的合理性に基づく有効利用の検討（ 3 Eの視点）
環境局は、安全性を維持するために高額な維持管理費用を要する市有財産について、

今後の利用方法を検討されたい。

【意見45】　（ＡＰ21－ 1 ）大阪港湾局に対する意見（ＰＤＣＡの視点）
大阪港湾局は、施設ごとの安全確認カルテの作成状況について、具体的な数値目標

を設定するなどして、進捗管理を行うべきである。

【指摘 1】　アクションプラン進捗評価の十分性及びアクションプラン開示の完全性（合
規性の視点）

教育委員会事務局は、学校園で作成し保管すべき施設ごとの「安全確認カルテ」に
ついてその作成及び更新が適時適切にされているか確認した上でアクションプランの
進捗評価を行うべきである。また、対応すべきアクションプランが全て開示されてい
るかの確認を十分にされたい。

【意見46】　施設に関する情報の共有可能性の検討（ 3Ｅの視点）
教育委員会事務局は、学校園で作成し保管すべき施設ごとの「安全確認カルテ」に

記載すべき施設の構造などについては、システム管理している情報の共有可能性につ
いて検討されたい。

第17【ＡＰ23　的確な避難勧告等の実施・伝達】

【意見47】　（ＡＰ23－ 1 ）対象河川の明示及び適切な目標値による取組継続（ＰＤ　　　　　　　　
ＣＡの視点）

危機管理室は、ＡＰ23－ 1 （的確な避難勧告等の実施・伝達）に関し、取組対象と
なる河川を明示し、洪水浸水想定区域がハザードマップに反映されていない河川の数
に基づき目標を設定するなど、より具体的な数値等により進捗管理を行うべきである。

第18【ＡＰ24　地域防災力強化に向けた水防団等の充実・強化】

【意見48】　（ＡＰ24－ 1 ）水防事務組合の高齢化、充足率を踏まえた水防団員募集への
協力にかかる効果的な手法の検討（ＰＤＣＡの視点）

建設局及び該当区は、各水防事務組合と協力の上、水防団員の増員に向けてより効
果的な手法を検討する等して、水防団の充実強化に努められたい。

【意見49】　（ＡＰ24－ 2 ）水防活動の拠点となる施設の整備や水防資機材の充実などに
向けた協力体制の確認・改善に関する個別施策及び進捗管理指標の設定（Ｐ
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ＤＣＡの視点）
建設局は、ＡＰ24－ 2 （水防活動の拠点となる施設の整備や水防資機材の充実など

に向けた協力体制の確認・改善）に関する個別施策及び進捗管理指標を設定し、本ア
クションプランにかかる継続的な取り組みを実行されたい。

第19【ＡＰ25　帰宅困難者対策の確立】

【意見50】　（ＡＰ25－ 1 ）事業者の報告義務等、市主導の対策（ 3Ｅの視点）
危機管理室は、ＡＰ25－ 1 （事業者の報告義務等、市主導の対策）に関し、事業者
に対し、あらかじめ大規模災害の発生時における従業者の施設内での待機に係る方針
や安全に帰宅させるための方針等を定めるよう求めるとともに、帰宅困難者対策の実
施状況をヒアリング等により把握するなど、より積極的に帰宅困難者対策の確立を推
進できる方策を検討すべきである。

【意見51】　（ＡＰ25－ 1 ）市による適切な費用・責任負担（政策の統合・調整の視点）
危機管理室は、ＡＰ25－ 1 （事業者の報告義務等、市主導の対策）に関し、一時滞
在施設の確保に際して積極的に費用負担を行い、予想される一時滞在場所を必要とす
る帰宅困難者数に見合う一時滞在施設の確保を実現するべきである。

【意見52】　（ＡＰ25－ 2 ）進捗管理指標の改善（ＰＤＣＡの視点）
危機管理室は、ＡＰ25－ 2 （ターミナル駅周辺の企業・事業所等に対し、滞留ス
ペースの提供や滞留者への支援を求めるなど、帰宅困難者を支援できる環境づくりの
検討）に関する個別施策シートにおいて、個別施策に即した進捗管理指標を設定する
べきである。

【意見53】　（ＡＰ25－ 2 ）進捗状況の管理（ＰＤＣＡの視点）
危機管理室は、必要十分な一時滞在スペースが確保できるように、数値目標も定め
つつ適切に管理されたい。

第20【ＡＰ26　災害時の外国人への情報提供等】

【意見54】　（ＡＰ26－ 2 ）デジタルサイネージの有効利用（情報伝達／多様性・要配慮
者への合理的配慮の視点）

経済戦略局は、大阪市中央区心斎橋筋 1丁目 1番10号先に設置されたデジタルサイ
ネージが有効に利用されるよう、放置自転車対策について、道路管理者に対応を求め
るとともに、受託者の維持管理の範囲において、対策を講じられたい。

【意見55】　（ＡＰ26－ 3 ）進捗管理指標及び目標値の内容（ＰＤＣＡの視点）
経済戦略局及び危機管理室は、本アクションに基づく取組について、より具体的な
進捗管理指標及び目標値を設定されたい。

第21【ＡＰ27　在住外国人への防災意識啓発活動の推進】

【意見56】　（ＡＰ27－ 1 ）他団体との連携強化（政策の統合・調整の視点）
各区は、経済戦略局及び公益財団法人大阪国際交流センターと連携し、外国語通訳
の確保に関し、各区間で重複が生じないようにするため、多様な団体との連携をされ
たい。
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第22【ＡＰ28　防災意識の啓発】

【意見57】　（ＡＰ28）「自助」の考え方の啓発（市民に対する情報伝達の視点）
危機管理室は、ＡＰ28（防災意識の啓発）に関連し、市民に対し、「自助」の考え
方の啓発に努めるべきである。

【意見58】　（ＡＰ28－ 1 、 2 ）進捗管理指標の改善（ＰＤＣＡの視点）
危機管理室は、ＡＰ28－ 1 （防災イベントや防災訓練（避難訓練等）、講演会等に
よる防災知識等の普及啓発の実施）及びＡＰ28－ 2 （必要に応じたハザードマップや
市民防災マニュアル、各種ホームページ等の啓発内容の確認・改善）に関する個別施
策シートにおいて、アクションプランの目的に即した目標値を設定し、効果のある活
動を行うべきである。

【意見59】　（ＡＰ28－ 1 ）進捗管理指標の改善（ＰＤＣＡの視点）
①各区は、進捗管理指標と目標値の設定を再検討されたい。
②策定チームは、各区による進捗管理指標と目標値の設定が適切であるかを検討の上、
情報共有をするなどし、適切な指標や目標を設定するように助言されたい。

【意見60】　（ＡＰ28－ 2 ）防災マニュアルの積極的な配布（市民に対する情報伝達の視点）
危機管理室は、ＡＰ28－ 2 （必要に応じたハザードマップや市民防災マニュアル、
各種ホームページ等の啓発内容の確認・改善）に関し、市民が容易に市民防災マニュ
アルを入手できる環境を整え、積極的に配布するとともに、市民情報プラザなどの関
連部局に対しても、積極的な配布を求めるべきである。

【意見61】　（ＡＰ28－ 2 ）効果的な情報発信のためのノウハウ集積・新規の啓発方法の
検討（市民に対する情報伝達の視点）

危機管理室は、ＡＰ28－ 2 （必要に応じたハザードマップや市民防災マニュアル、
各種ホームページ等の啓発内容の確認・改善）に関し、既存の啓発内容の確認・改善
に終始することなく、常に防災意識向上に効果的な手法で、より実効性のあるタイミ
ングで啓発活動を行うことを目標に含めるべきである。

【意見62】　（ＡＰ28－ 2 ）市ホームページの利便性の向上（市民に対する情報伝達の視点）
危機管理室は、ＡＰ28－ 2 （必要に応じたハザードマップや市民防災マニュアル、
各種ホームページ等の啓発内容の確認・改善）に関し、市のホームページのトップ
ページに、バナーを設置する等、防災関連情報へのアクセスを容易にする工夫をされ
たい。

第23【ＡＰ29　各部災害応急対策マニュアルの改訂と運用】

【意見63】　（ＡＰ29）進捗管理指標の見直し（ＰＤＣＡの視点）
大阪港湾局は、「危機管理マニュアル」や「防災の手引き」の見直しについて、具

体的な進捗管理指標を設定されたい。
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第24【ＡＰ30　防潮堤等の耐震化および津波等浸水対策の推進】

【意見64】　（ＡＰ30－ 1 ）防潮堤等の耐震化及び津波等浸水対策の推進（政策の統合・
調整の視点）

大阪港湾局は、関係機関との協議を進め、海岸堤防等の耐震・液状化対策を早期に
実施されたい。

第25【ＡＰ31　民間住宅・建築物等の耐震化の促進】

【意見65】　（ＡＰ31－ 1 ）進捗管理指標及び目標値の設定（ＰＤＣＡの視点）
都市整備局は、要安全確認計画記載建築物の耐震診断結果未報告の解消に向けた取
組につき、本アクションプランに基づくものとして、進捗管理の対象とされたい。

第26【ＡＰ32　市街地の浸水対策】

【意見66】　（ＡＰ32－ 2 ）浸水被害軽減対策の推進（政策の統合・調整の視点）
建設局は、雨水貯留施設の整備について、地元関係者との調整に時間を要し、工事
着手に遅れが生じたとのことだが、被害発生のリスクを考慮すると、速やかに協議を
進め、対策を講じるべきである。

第27【ＡＰ33　河川・港湾施設等の災害予防・応急対策】

【意見67】　事業の進捗評価（ＰＤＣＡの視点）
大阪港湾局は、平成30年台風第21号を踏まえた埋立地における浸水対策の事業計画
に遅れが生じている場合には、計画期間の見直し等の措置を講じ、個別施策シートに
反映されたい

第28【ＡＰ38　防災空間の整備・拡大】

【意見68】　（ＡＰ38－ 1 ）防災協力農地についての情報発信、有効性（市民に対する情
報伝達／ 3Ｅの視点）

経済戦略局は、防災協力農地制度の維持について見直しを含めて検討されるととも
に、維持するのであれば、登録が行われた防災協力農地について、近隣住民等に対し
てその所在地等を分かりやすく公表し、また、発災時に有効に利用することができる
よう、準備・調整を行われたい。　　　

第29【ＡＰ39　長期湛水の早期解消】

【意見69】　（ＡＰ39）下水道ＢＣＰの内容確認、精査、改定の早期実施（ＰＤＣＡの視点）
建設局は、下水道ＢＣＰの内容確認及び精査を速やかに行い、早期に必要な改定を
実施されたい。

第30【ＡＰ44　愛護動物の救護】

【意見70】　愛護動物の保護体制の整備（政策の統合・調整の視点）
健康局においては、愛護動物の保護・受け入れに関する「大阪府災害時等動物救護
活動ガイドライン」を大阪市の発災時にマニュアルとして活用できるよう内容を検討
し、必要な場合には独自で改善する等により準拠する指針を明確にするとともに、大
阪府災害時等動物救護本部が立ち上がった場合のシステムの運営に関する情報を大阪
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府と共有し、仮に大阪府災害時等動物救護本部が機能しない事態においても、発災時
には本システムに倣って、大阪市が主体となり同本部に代わって愛護動物の救護活動
を実施すべく、本システムを有効活用できるよう、情報共有や関係団体・近隣自治体
との連携を強化すべきてある。

【意見71】　動物の飼主に対する啓発・指導（市民に対する情報伝達の視点）
健康局は、災害時に所有者とはぐれてしまったり保護された愛護動物の所有者の発

見を容易にするための所有者明示措置・動物避難用防災物資の備蓄・飼主の責務とし
ての予防注射やしつけ等の取組等の必要性について、災害時に備えて、平時より動物
の飼主に啓蒙普及活動を推進することが望ましい。

第31【ＡＰ45　遺体の適切な取扱】

【意見72】　（ＡＰ45－ 1 ）仮収容所の選定（政策の統合・調整の視点）
①城東区は、仮収容所の選定について、他の区や団体への協力依頼も含めて検討を進
められたい。
②策定チーム及び危機管理室は、仮収容所の選定が完了していない区に対して、他の
区との調整を行うなどし、早急に選定が完了するように積極的にサポートをされた
い。

第32【ＡＰ46　被災者の要望対応に向けた体制の整備】

【意見73】　（ＡＰ46）マニュアル作成、体制整備の必要性（ＰＤＣＡの視点）
市民局は、ＬＧＢＴ等の人権問題の専門相談所運営のためのマニュアルを早急に作
成し、必要に応じて設置できる体制の整備を進める必要がある。

第33【ＡＰ48　被災者の住宅確保に向けた体制の整備】

【意見74】　（ＡＰ48－ 1 ）宅建業者団体との事前の協議の推進（政策の統合・調整の視点）
都市整備局は、大規模災害発生時に設置される相談窓口の設置場所や派遣される宅
建協力会員について、事前に宅建業者団体と協議を進められるべきである。

第 2章　アクションプラン全体に対するもの

第 1【意見75】　ＡＰにおける財政的視点の必要性（ 3Ｅの視点）
監査対象とした所属のみならず、アクションプランを実行する各所属においてコスト
意識を踏まえたアクションプランの進捗管理が必要である。

第 2　策定チームによる統括的役割と進捗管理（政策の統合・調整の視点）
1 【意見76】　ＡＰにおける策定チーム及び危機管理室の統括的役割

策定チーム及び危機管理室は、大阪市地域防災アクションプランVer.2.0において、
各取組所属（担当部署）に対し適切な進捗管理指標を設定するように助言し、アクショ
ンプランにおけるＰＤＣＡのサイクルを有効化するよう努めるべきである。

2 【指摘 2】　適切な個別施策シートの確認と助言
①各区は適切な個別施策シートの作成を行い、進捗指標及び進捗管理に取り組まれた
い。
②策定チーム及び危機管理室は、各区の個別施策がアクションプランを策定する際に
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意図した内容に沿っているか、個別施策シートにおける進捗管理の内容が適切かを
精査した上で、各区に適切に助言をされたい。

3 【意見77】　目標値の数値化の徹底
①全所属は、個別施策の進捗評価について、取組結果や目標値の数値化が可能なもの
については可能な限り数値化した目標値を設定されたい。

②策定チームは、全所属が個別施策の進捗評価について、取組結果や目標値の数値化　
が可能なものについては可能な限り数値化した目標値を設定するように助言された
い。

第 3【意見78】　ＡＰの個別施策シートの「進捗評価」の利用（ＰＤＣＡの視点）
全所属は、ＡＰ個別施策シートの「目標に対する進捗評価」がＣ（60％未満）である
施策に関して、次年度以降の対処方法を明確に定められたい。また、策定チーム及び危
機管理室は、当該施策に関する全所属に対し、対処を助言することにより、アクション
プランにおけるＰＤＣＡのサイクルを有効化するように努めるべきである。

第 4【意見79】　ＡＰ個別施策シートの「進捗評価」のあり方（ＰＤＣＡの視点）
策定チーム及び危機管理室は、ＡＰ個別施策シートにおける「個別施策の進捗評価」
と「目標に対する進捗評価」の概念を整理し、進捗評価のあり方を明瞭にすべきである。

第 3章　アクションプラン以外に関するもの

第 1【指摘 3】　契約変更における変更理由の明確化（合規性の視点）
都市整備局は、大阪市の締結した契約について契約金額の変更を行う場合、契約変更
理由書の中で、変更の理由（仕様変更の内容等）だけではなく、当該変更が必要になっ
た理由についても、具体的に記載すべきである。

第 2【指摘 4】　磁気データファイルの保管場所に関する検査の履行（合規性の視点）
危機管理室は、大阪市が令和 3年 4月 5日に締結した「業務委託契約書（磁気テープ

ファイル等の保管および集配業務委託・長期契約）」に関し、環境仕様書として記載さ
れている立地や保管設備に関する制限が遵守されているかについて速やかに書面もしく
は実地調査によって確認を行うべきである。また、本件は複数部局の合併入札による各
局契約であるため、大阪市全体として、同様の契約を締結している他部局とも連携して、
合理的な確認を行うことを検討すべきである。

第 3【指摘 5】　再委託に関する制限（合規性の視点）
危機管理室は、物品借入契約の場合は再委託を予定するような条項を契約書に記載す
るべきではない。もし何らかの事情により再委託に関する条項を契約書の中に記載する
場合は、再委託について大阪市のコントロールが及ぶように条項を記載すべきである。

第 4【指摘 6】　暴力団排除誓約書の取得（合規性の視点）
危機管理室及び契約管財局は、請負契約や物品借入契約の相手方に対して、委託契約
の金額が500万円未満であっても、相手方から暴力団排除誓約書（以下「暴排誓約書」
という。）を大阪市に提出させる運用を行うべきである。また局長等が提出を必要ない
と判断する場合には、局ごとに基準を明確に開示させるべきである。

第 5【意見】　備蓄物資の保管（ 3Ｅの視点）
1 【意見80】　備蓄物資の保管

危機管理室は、市の管理する 8か所の備蓄倉庫に関し、発災時に備蓄物資が迅速か
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つ機能的に運び出せる設備が整っているのか確認した上で、機能的な設備の拡充に努
めるべきである。

2 【意見81】　備蓄品配備基準の見直し
危機管理室は、各区の実情に応じて、災害時備蓄品の予算配分の基準を見直された
い。

第 6【意見82】　備蓄食料の多様化（多様性・要配慮者への合理的配慮の視点）
危機管理室は、食料の備蓄に関しては、近年の食生活の向上と保存食の多様化を踏ま
え、アルファ米、ビスケット以外にもレトルト食品を備蓄することのほか、文化・宗教
上の理由による食事への配慮も踏まえて、備蓄食品の多様化を検討すべきである。

第 7【意見83】　簡易トイレの充実（多様性・要配慮者への合理的配慮の視点）
危機管理室及び環境局は、連携して、避難所生活の質の向上のため、今後も簡易トイ
レの備蓄の充実に努めるべきである。また、その際、高齢者・障がい者のニーズに合わ
せ、バリアフリートイレの備蓄の拡充も行うべきである。

第 8【意見84】　（災害援護資金貸付金出納管理業務）債権放棄の検討（ 3Ｅの視点）
危機管理室は、「災害援護資金貸付金出納管理業務」に関し、債権放棄、免除等によ
る整理を積極的に検討する、会計年度任用職員の人数を減らす等により、未収金の額及
び回収可能性に対して過大な債権回収費用を負担することのないよう努めるべきである。

第 9【意見85】　（小災害対策等）債務免除による国への償還免除（ 3Ｅの視点）
危機管理室は、小災害対策等事業における災害援護資金貸付金にかかる未収金の回収
に関し、災害弔慰金の支給等に関する法律第14条に沿って、迅速に債務免除の手続き
を進めることで、国への償還免除を受けるべきである。

第10【意見86】　災害廃棄物の仮置き場（政策の統合・調整の視点）
環境局は、災害廃棄物により道路啓開に悪影響を及ぼしたり衛生環境を悪化させるこ
となく復興を進める目的を達成できるか否かという観点から、必要となる災害廃棄物の
仮置き場の候補地として民有地も対象としなければならないかの検証も含めて、仮置き
場の選定・設置のための方針を早急に検討することが望まれる。

第 4部　総括意見

1 　災害のおそれと被災経験のある職員の乏しさ
冒頭に述べたとおり、大阪市は、自然災害によって甚大な被害を生じる危険性が高い
といわれている。南海トラフ巨大地震及びそれによる津波、上町断層帯地震、また、大
阪市は、近年巨大化した台風の通り道になる頻度も高い。
その一方で、大阪市の職員には、被災・被災者支援の経験、特に避難所の運営等の経
験がある者に乏しい。市民においても避難・被災の経験のある者は少数である。

2 　監査の視点
この状況を踏まえて、大阪市は、「災害に強い防災・減災のまちづくり」を施策として、
大阪市地域防災計画の策定、大阪市防災・減災条例の制定を経て、平成27年に大阪市地
域防災アクションプランを策定し、さらに令和 2 年にこれを改訂して、「大阪市地域防
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災アクションプランVer.2.0」が策定されている。
このアクションプランが実施主体によってどのように取り組まれているのか、ニーズ
に応える、実効性のあるものとなっているのか、包括外部監査人と補助者のチームは、
各アクションプランを、外部の目線、市民の目線、特に、高齢者・障がいのある人々、
子ども、女性、外国人等様々な人々の目線で精査することを心掛けた。

3 　司令塔的機能の弱さ
監査の結果を踏まえて、第一に指摘したいことは、各アクションプラン、さらにその
全体の達成度・進捗度を管理し、各所属を指導して、防災事業を推進していく機能、そ
の司令塔的な役割の弱さである。
アクションプランにおいては、「各アクションは、策定チームにおいて、毎年度、進
捗状況や目標達成度の評価を行い、その見直し・改善につなげ、本アクションプランの
着実な推進を図ります。」とされているが、策定チームは、「全庁横断的な検討体制」と
位置付けられ、副市長をリーダー、危機管理監をサブリーダーとし、各所属長をメン
バーとする会議体であり、危機管理室がその庶務を担当するとされている。このため、
監査の結果、意見の中に、危機管理室に対して、各担当所属の実施内容、目標値の設定、
達成度、進捗度などを集約・検証し、助言することを求めるものが多くなった。
しかし、危機管理室は、庶務担当とされているにすぎないから、同室が他局、各区に
対して要請・助言することには限界が伴う。策定チームについても、大阪市の「全庁横
断的な検証体制」としての性格上、各所属の連携を調整するには適切であっても、例え
ば、目標達成度の低いところを強力に指導するというようなことは難しい。
現行の体制においては、策定チームのリーダー、サブリーダーが、その指導力を発揮
し、各アクションプランについての情報を危機管理室に集約・検証させ、その結果に基
づいて、策定チームにおいて、各アクションの進捗を管理し、目標達成を促進し、ある
いは見直し・改善する方針を示し、その方針に基づいて、策定チームのメンバーである
各所属長が各所属を指導することによって、各所属がその役割を果たし、機能を発揮し
て、アクションプラン、ひいては、大阪市の防災事業を力強く推進することになると考
えられる。

4 　認識等のギャップ
上記のように、実施内容・目標値の設定、進捗評価などが各所属によって統一されな
い方式で行われている例、集約・検証が十分なされていない例、さらにはアクションプ
ランの目的が正しく理解されていないと思われるような実施内容がＡ評価となっている
ような例が散見された。

5 　危機感・現実感の不足
大阪市は、その職員全体からみると、被災及び被災者支援の経験のある職員の割合が
小さいためか、災害発生時を想定した計画に、職員の参集予測をはじめとして現実性・
具体性に乏しいと思われるものが見受けられた。例をあげると、予測される災害の中に、
集中豪雨・台風等で河川の氾濫が想定されているのに、職員が河川や港湾部の架橋を自
転車又は徒歩によってわたって参集することを前提としている（津波の到来が予想され
る場合は除外されているが、そもそも河川をわたらずに行ける拠点に参集させる計画に
するべきではないか。）。自宅と拠点との距離のみによるのではなく、その間に存在する
ハザードを考慮したものにするべきではないかと思われる。
アクションプランをはじめとして、防災計画の促進には、市の職員及び関連する組
織・団体、地域住民・企業がそれぞれに、南海トラフ巨大地震のような災害が明日起こ
るかもしれないという危機感及びそのときに備えるという意識をもって、多忙な日常業
務・日常生活とのバランスを保ちながら進めることが重要であると思われる。そのため
には、まず、防災担当者だけでなく、市職員全体がかかる意識をもって、率先して活動
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を進め、さらに周囲にこれを及ぼしていくことが必要である。策定チームないし危機管
理室は、このような意識の強化及び維持に努めるために、日々の情報提供など具体的な
手立てを執ることが求められる。その上で、様々な災害による被災を具体的に想定し、
被災状況に応じた対応を計画しておくことが必要である。これらがなされていても、想
定外の事態が多く生じるのに対して柔軟な対応が可能な態勢・準備が求められる。危機
感の低さが現実性を欠いた計画を生み、現実性を欠いた計画の硬直的な運用を惹起し、
また、職員の行動を拘束することになって、対応を誤り、無用の混乱や犠牲を生じさせ
るようなことにならないようにされたい。

6 　各区の状況
ヒアリングの過程で、等しく大阪市においても各部局によって、また各区といっても、

港湾部と東部では、防災意識が大きく異なっているようにも見受けられた。被災経験の
乏しさが、被災状況を具体的に想定しがたいという防災意識・危機感の低さにつながっ
ているのではないかと懸念される状況も垣間見えた。この点は、津波や浸水被害が想定
される区も、これらが及ばないとされている区も一律に対応する施策等の影響でもある
のかもしれない。
大阪市では、市民の中に避難経験があるものは多くない。この現状において、大量の

避難者、あるいは帰宅困難者が発生する事態が生じることを想定することが必要であり、
昼間人口が多い大都市において、交通機関、電気、ガス、水道等のライフライン、外部
からの物流が止まるという、極めて困難な事態を想定し、その中で混乱を生じさせない
対応が行政に求められている。

7 　アクションプランの促進
地域防災計画及びアクションプランでは、その実施の担当部局を定めて、その責任を

明確にしている。また、監査意見の提出にあたっては、各所属を名宛人とするよう求め
られている。これにしたがって、進捗の認められないもの等について、その担当所属宛
に、多数の意見を述べることとなった。
しかし、実施の担当部局を定めて、その責任を明確にした結果、当該プランの実施に

あたって必要な情報・スキル・専門的知識や経験・人材等を有し、担当部局と連携し、
適切な助言をするべき部局が、その実施に責任を持つ担当部局の判断（各区については、
自主性・地域の実情への配慮等を含む）を重視・尊重するあまり、本来なすべき助言や
連携に消極的になっているのではないかと思われる点が見受けられた。
アクションプランの実施にあたって、これを実行する人材、情報、スキル、予算等が

必要であることはいうまでもないが、監査結果全体からうかがわれることとして必要な
連携や助言に消極的な結果、責任を有する各所属において、これらが不足しているため
に、実施が困難なものがあることがうかがわれた。
例をあげると、建物の安全確認カルテは、被災時に建築について専門知識を有しない

者が当面の安全性を確認する必要があることを見越したものであるが、その作成にあ
たっては、建築についての専門知識を有する者と被災時に確認することになる者とが、
ともに作業を行って、安全確認の具体的スキルを伝えることが不可欠であると思われる。
また、避難の要配慮者に対する個別支援計画の策定には、地域の要配慮者に関する基

礎的な情報はもとより、この情報に基づいて、現実に避難を支援する人材、その人材を
確保し、支援者と要配慮者を結び付け、具体的な計画を策定する人材とそのスキルが必
要であると思われる。
避難者に対する巡回健康相談の実施体制など医療に関わるものについての各区と関連

部局との関係についても同様である。
各地区住民の自治、地域の事情が尊重されるべきことはいうまでもないし、各担当部

局がその責任において判断するべきであるとしても、外部（市民）の視点からは、大阪
市が市民に提供するサービスのミニマムは、全区において確保されるべきであり、各区
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を含む担当部局の判断は、これを確保した上で、それぞれの実情に適合した上乗せであ
るべきである。
策定チームないし危機管理室、各所属は、各現場において、どのような情報・スキ
ル・専門的知識や経験・人材が必要であり、また、不足しているのかを的確に把握し、
これを提供し、又は補う支援・連携を行っていくこと、助言や連携さらには指導を含め
て、大阪市全体におけるアクションプランの進捗を図ることが求められている。これら
の支援・連携・指導の有無・程度が当該アクションプランの成否を決める場合があるよ
うに思われた。

8 　情報の公開・開示
行政にできることには限界があり、また、計画・アクションプランは直ちに実現する
ものではなく、その間にも災害は発生する。公助・共助・自助をいう際において、事業
の進捗状況を開示し、現時点において行政にできることの限界を示しておくことが、地
域の共助、市民各位の自助の必要性を認識し、その備えを促すことにつながるのである
から、各アクションプランの事業がどこまで進んでいるのか、十分な周知作業がなされ
るべきであるが、そうでない事例も見られる。

9 　例外条項の解釈
最後に、防災の範囲に限られないことであるが、法令が原則的取り扱いを定めるとと
もに、例外的に異なる扱いをすることができる事由及びその判断権者を定めている場合、
その判断権者に例外扱いをする裁量権を与えているのであって、その裁量権の行使は、
当該法令の趣旨目的に適合した合理的なものであることが求められる。
裁量権を与えられた判断権者は、その法令の趣旨目的に沿った合理的な判断をするべ
きであり、例外事由にあたるものについて、上記の合理的な判断を経ずに、一律に例外
扱いするのは、裁量判断を放棄するに等しい。地方行政において、判断が各局の局長に
委ねられている場合には、各局の業務の特性に適合した裁量権の行使が求められている
のであって、高い透明性が求められる市行政においては、判断権者はその判断について、
説明責任を負い、その判断は、市民の批判に耐えるものであることが求められる。

10　結論
本年度包括外部監査人の総括意見は以上のとおりである。
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